
  

 

 



 

 

 

 



第 2 章 「特定空家等に対する措置」を講ずるに際して参考となる事項 

 「特定空家に対する措置」を講ずるに際しては、空家等の物的状態が第１章１．の（イ）

～（二）の各状態であるか否かを判断するとともに、当該空家等がもたらす周辺への悪影

響の程度等について考慮する必要がある。 

 また、「特定空家等」は将来の蓋然性を含む概念であり、必ずしも定量的な基準により一

律に判断することはなじまない。「特定空家等に対する措置」を講ずるか否かについては、

下記（１）を参考に「特定空家等」と認められる空家等に関し、下記（２）及び（３）に

示す事項を勘案して、総合的に判断されるべきものである。なお、その際、法第７条に基

づく協議会等において学識経験者等の意見を聞くことも考えられる。 

 

（１）「特定空家等」の判断の参考となる基準 

 空家等の物的状態が第１章１．の（イ）～（二）の各状態であるか否かの判断に際して

参考となる基準について、〔別紙１〕～〔別紙４〕に示す。 

 なお、第１章１．の（イ）又は（ロ）の「おそれのある状態」については、そのまま放

置した場合の悪影響が社会通念上予見可能な状態を指すものであって、実現性に乏しい可

能性まで含む概念ではないことに留意されたい。また、第１章１．の（イ）～（二）に示

す状態は、例えば外壁が腐朽して脱落することにより保安上危険となるおそれのある空家

等が地域の良好な景観を阻害している場合のように、一件の「特定空家等」について複数

の状態が認められることもあり得る。 

 

（２）周辺の建築物や通行人等に対し悪影響をもたらすおそれがあるか否か 

 「特定空家等」が現にもたらしている、又はそのまま放置いた場合に予見される悪影響

の範囲内に、周辺の建築物や通行人等が存在し、又は通行し得て被害を受ける状況にある

か否か等により判断する。その際の判断基準は一律とする必要はなく、当該空家等の立地

環境等地域の特性に応じて、悪影響が及ぶ範囲を適宜判断することとなる。例えば、倒壊

のおそれのある空家等が狭小な敷地の密集市街地に位置している場合や交通量の多い主要

な道路の沿道に位置している場合等は、倒壊した場合に隣接する建築物や通行人等に被害

が及びやすく、「特定空家等」として措置を講ずる必要性が高くなることが考えられる。 

 

（３）悪影響の程度と危険等の切迫性 

 「特定空家等」が現にもたらしている、又はそのまま放置した場合に予見される悪影響

が周辺の建築物や通行人等にも及ぶと判断された場合に、その悪影響の程度が社会通念上

許容される範囲を超えるか否か、またもたらされる危険等について切迫性が高いか否か等

により判断する。その際の判断基準は一律とする必要はなく、気候条件等地域の実情に応

じて、悪影響の程度や危険等の切迫性を適宜判断することとなる。例えば、樹木が繁茂し

景観を阻害している空家等が、景観保全に係るルールが定められている区域内に位置する

場合や、老朽化した空家等が、大雪や台風等の影響を受けやすい地域に位置する場合等は、

「特定空家等」として措置を講ずる必要性が高くなることが考えられる。 

 

 


